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 第165回 日商簿記検定試験 １級 －会計学－  解 説  

模範解答・予想配点・解説等は，学校法人高橋学園が独自の見解によって作成しており，検定試験実施機関における本試験の解答並びに出題の
意図を保証するものではありません。なお，予告なしにその内容を変更する場合がございます。ご理解いただいたうえで，ご利用ください。 

 
 

問題1 文章問題 

 ⑴ 税効果会計 

  ① 用語 

「税効果会計に係る会計基準」第二 一 ３ 

 一時差異には，当該一時差異が解消するときにその期の課税所得を減額する効果を持つもの（以下

「将来減算一時差異」という。）と，当該一時差異が解消するときにその期の課税所得を増額する効果

を持つもの（以下「将来加算一時差異」という。）とがある。 

  ② 計算 

   「同基準」注６，７ 

 法人税等について税率の変更があった場合には，過年度に計上された繰延税金資産及び繰延税金負

債を新たな税率に基づき再計算するものとする。 

 法人税等について税率の変更があったこと等により繰延税金資産及び繰延税金負債（資本連結に際

し，子会社の資産及び負債の時価評価により生じた評価差額に係るものを含む）の金額を修正した場

合には，修正差額を法人税等調整額に加減して処理するものとする。 

   ⒜ 当期首の繰延税金資産：20,000千円×35％＝7,000千円 

   ⒝ 当期末の繰延税金資産：22,000千円×30％＝6,600千円 

   ⒞ 当期の法人税等調整額：⒜－⒝ 

 ⑵ 金融商品 

  ① 用語 

「金融商品に関する会計基準」28項 

 貸倒懸念債権について，債権の状況に応じて，次のいずれかの方法により貸倒見積高を算定する。

ただし，同一の債権については，債務者の財政状態及び経営成績の状況等が変化しない限り，同一の

方法を継続して適用する。 

 ① 債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を減額し，その残額について債務者の

財政状態及び経営成績を考慮して貸倒見積高を算定する方法 

 ② 債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる

債権については，債権の元本及び利息について元本の回収及び利息の受取りが見込まれるときか

ら当期末までの期間にわたり当初の約定利子率で割り引いた金額の総額と債権の帳簿価額との差

額を貸倒見積高とする方法 

  ② 計算（単位：千円） 
 

     
     
     
                              

 

 

   ⒜ 帳 簿 価 額：50,000 

   ⒝ 将来キャッシュ・フローの割引現在価値：（500÷1.03÷1.03）＋（30,600÷1.03÷1.03÷1.03）≒28,474 

   ⒞ 貸 倒 見 積 高：⒜－⒝ 

当期末 ２年後 ３年後 

500 471 
30,600 28,003 

28,474（現在価値合計） 
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 ⑶ 会計上の見積り 

  ① 用語 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」４項 

 …省略… 

 本会計基準は，当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち，翌年度の財

務諸表に重要な影響を及ぼすリスク（有利となる場合及び不利となる場合の双方が含まれる。以下同

じ。）がある項目における会計上の見積りの内容について，財務諸表利用者の理解に資する情報を開示

することを目的とする。 

 

問題2 連結会計 

 ⑴ Ｐ社の個別上の処理（単位：千円） 

  ① 増資 

（借） 現 金 預 金 200,000 （貸） 資 本 金 100,000 

   （〃） 資本準備金（資本剰余金） 100,000 

  ② 自己株式の処分 

（借） 現 金 預 金 18,000 （貸） 自 己 株 式 20,000 

（〃） その他資本剰余金（資本剰余金） 2,000    

 ⑵ Ｐ社の株主資本等変動計算書 

 株主資本等変動計算書 （単位：千円） 

 

株主資本 その他 
有価証券 
評価差額金 

純資産 
合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己株式 

当期首残高 1,000,000 500,000 300,000 △  80,000 20,000 1,740,000 

当期変動額       

 株式の発行 100,000 100,000    200,000 

 剰余金の配当   △  20,000   △  20,000 

 当期純利益   120,000   120,000 

 自己株式の 
 処分 

 △   2,000  20,000  18,000 

 株主資本以外 
 の項目の当期 
 変動額(純額) 

    △   2,000 △  2,000 

当期変動額合計 100,000 98,000 100,000 20,000 △   2,000 316,000 

当期末残高 1,100,000 598,000 400,000 △  60,000 18,000 2,056,000 
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 ⑶ Ｓ社の株主資本等変動計算書 

 株主資本等変動計算書 （単位：千円） 

 

株主資本 その他 
有価証券 
評価差額金 

純資産 
合計 資本金 

利益 
剰余金 

当期首残高 400,000 280,000 13,000 693,000 

当期変動額     

 剰余金の配当  △  6,000  △  6,000 

 当期純利益  26,000  26,000 

 株主資本以外 
 の項目の当期 
 変動額(純額) 

  △  2,000 △  2,000 

当期変動額合計  20,000 △  2,000 18,000 

当期末残高 400,000 300,000 11,000 711,000 

 ⑷ Ｓ社の資本のタイムテーブル 

 20X1年度末  20X2年度末  20X3年度末  

  支配権獲得       一部売却  

         
         
資 本 金 400,000  400,000  400,000  

利 益 剰 余 金 250,000  280,000  300,000  

その他有価証券評価差額金  10,000   13,000   11,000  

評価差額(土地)   8,000    8,000    8,000  

評価差額(建物)   2,000    1,600    1,200  

持 分 割 合 80％（20％）  80％（20％）  70％（30％）  

 ⑸ 連結上の修正 

  ① 開始手続（未実現利益の整理を除く） 

   ⒜ 資産の時価評価 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

土 地 8,000 評 価 差 額 10,000 

建 物 2,000   

   ⒝ 投資と資本の相殺 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

資 本 金 当 期 首 残 高 400,000 関 係 会 社 株 式 550,000 

利 益 剰 余 金 当 期 首 残 高 250,000 非支配株主持分当期首残高 134,000 

その他有価証券評価差額金当期首残高 10,000   

評 価 差 額 10,000   

の れ ん 14,000   

   ⒞ のれんの償却 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

利 益 剰 余 金 当 期 首 残 高 1,400 の れ ん 1,400 
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   ⒟ Ｓ社の「利益剰余金」の増加額を非支配株主へ按分 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

利 益 剰 余 金 当 期 首 残 高 6,000 非支配株主持分当期首残高 6,000 

    ※ 30,000千円（利益剰余金の増加額）×20％（非支配株主持分割合）＝6,000千円 

   ⒠ Ｓ社の「その他有価証券評価差額金」の増加額を非支配株主へ按分 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

その他有価証券評価差額金当期首残高 600 非支配株主持分当期首残高 600 

    ※ 3,000千円（その他有価証券評価差額金の増加額）×20％（非支配株主持分割合）＝600千円 

   ⒡ 「評価差額」の実現 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

利 益 剰 余 金 当 期 首 残 高 320 建 物 400 

非支配株主持分当期首残高 80   

    ※ 2,000千円（建物の評価差額）÷５年（残存耐用年数）＝400千円 

  ② 当期手続 

   ⒜ のれんの償却 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

の れ ん 償 却 額 1,400 の れ ん 1,400 

   ⒝ Ｓ社の「当期純利益」を非支配株主持分へ按分 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

非支配株主に帰属する当期純利益 5,200 非支配株主持分当期変動額 5,200 

    ※ 26,000千円（当期純利益）×20％（非支配株主持分割合）＝5,200千円 

   ⒞ Ｓ社の「その他有価証券評価差額金」の減少額を非支配株主へ按分 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

非支配株主持分当期変動額 400 その他有価証券評価差額金当期変動額 400 

    ※ 2,000千円（その他有価証券評価差額金の減少額）×20％（非支配株主持分割合）＝400千円 

   ⒟ 「評価差額」の実現 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

減 価 償 却 費 400 建 物 400 

非支配株主持分当期変動額 80 非支配株主に帰属する当期純利益 80 

   ⒠ Ｓ社の「剰余金の配当金」の取消し 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

受 取 配 当 金 4,800 剰 余 金 の 配 当 6,000 

非支配株主持分当期変動額 1,200   

    ※ 6,000千円（子会社の配当金）×80％（親会社持分割合）＝4,800千円 

×20％（非支配株主持分割合）＝1,200千円 

   ⒡ Ｐ社の「未実現利益」の整理 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

利 益 剰 余 金 当 期 首 残 高 2,000 売 上 原 価 2,000 

売 上 原 価 1,600 商 品 1,600 
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   ⒢ 一部売却 

    ＜個別上の売却原価＞ 

     550,000千円（取得原価）×10％（売却割合）/80％＝68,750千円 

    ＜売却時の個別上の処理＞ 

（借） 現 金 預 金 82,000 （貸） 関 係 会 社 株 式 68,750 

   （〃） 関係会社株式売却益 13,250 

    ＜連結上の売却原価＞（下記〔図解〕参照） 

     子会社の株主資本（売却時）＋その他有価証券評価差額金（支配時）＋評価差額（売却時） 

     {400,000千円（資本金）＋300,000千円（利益剰余金）＋10,000千円（その他有価証券評価差額金）＋8,000千円（土

地の評価差額）＋1,200千円（建物の評価差額）}×10％＝71,920千円 

    ＜連結上の売却益＞ 

     82,000千円（売価）－71,920千円（売却原価）＝10,080千円 

    ＜連結上の修正処理＞ 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

関 係 会 社 株 式 68,750 非支配株主持分当期変動額 71,920 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 13,250 資 本 剰 余 金 10,080 

    ＜その他有価証券評価差額金の振替え＞ 

     売却株式に対応する持分（非支配株主持分への振替額）には，その他有価証券評価差額金が含まれるが，

売却損益の計算に含めなかった金額を非支配株主持分へ振替える。 

借 方 記 入 科 目 金 額 貸 方 記 入 科 目 金 額 

その他有価証券評価差額金当期変動額 100 非支配株主持分当期変動額 100 

 

［図解］（単位：千円） 

 

  6,440    920   1,840 

462,000 66,000 132,000 

 35,000  5,000  10,000 

   700   100     200 

 

 

※売却株式対応持分： 71,920 ＋ 100 ＝ 72,020 ⇒ 最終的に非支配株主持分に 

     振り替える額 
 

※売 却 持 分： 71,920 ⇒ 売却損益を算定するための連結上の売却持分 

 
    売却した株式に対応する持分（最終的に非支配株主に振り替える部分）には，子会社に係るその他の包括利益累計額が含まれるが，

連結上の売却損益を計算する上での売却持分には，その他の包括利益累計額は含まれないことに留意する。 

支配時の資本合計（評価差額除く）：660,000 

支配後の利益剰余金の増加額：50,000 

支配後のその他有価証券評価差額金の増加額：1,000 

売却時の評価差額：9,200 

80％ 

10％（売却分） 

) 
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 ⑹ 解答の金額 

  ★ 資本金当期首残高：1,000,000千円（Ｐ社期首）＋400,000千円（Ｓ社期首）－400,000千円（投資と資本の相殺）＝

1,000,000千円 

  ★ 利益剰余金当期首残高：300,000千円（Ｐ社期首）＋280,000千円（Ｓ社期首）－250,000千円（投資と資本の相殺）

－1,400千円（のれん償却）－6,000千円（Ｓ社の当期純利益の按分）－320千円（評価差額の

実現）－2,000千円（未実現利益の控除）＝320,280千円 

  ★ その他の包括利益累計額当期首残高：20,000千円（Ｐ社期首）＋13,000千円（Ｓ社期首）－10,000千円（投資と

資本の相殺）－600千円（非支配株主への按分）＝22,400千円 

  ★ 非支配株主持分当期首残高：134,000千円（投資と資本の相殺）＋6,000千円（Ｓ社の当期純利益）＋600千円（Ｓ社

のその他有価証券評価差額金）－80千円（評価差額の実現）＝140,520千円 

  ★ 親会社株主に帰属する当期純利益：120,000千円（Ｐ社の当期純利益）＋26,000千円（Ｓ社の当期純利益）－1,400

千円（のれん償却）－5,200千円（非支配株主への按分）－320千円（評価差額の

実現）－4,800千円（受取配当金）＋2,000千円（未実現利益の実現）－1,600

千円（未実現利益の控除）－13,250千円（関係会社株式売却益の取消）＝121,430

千円 

  ★ その他の包括利益累計額当期末残高：22,400千円（期首）－2,000千円（Ｐ社当期変動）－2,000千円（Ｓ社当期

変動）＋400千円（非支配株主への按分）－100千円（一部売却に係る振替）＝

18,700千円 

  ★ 非支配株主持分当期末残高：140,520千円（期首）＋5,200千円（子会社の当期純利益）－400千円（Ｓ社のその他有

価証券評価差額金）－80千円（評価差額の実現）－1,200千円（配当金の取消）＋71,920

千円（一部売却の修正）＋100千円（一部売却に係るＳ社のその他有価証券評価差額金）＝

216,060千円 

 


